
（平成２１年４月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

国民年金関係 14 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 20 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認神奈川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

神奈川国民年金 事案 1971 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年４月から 45 年４月までの期間及び

47 年３月から同年４月までの期間の国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 36年６月から同年 12月まで 

② 昭和 38年７月 

③ 昭和 43年４月から 45年４月まで 

④ 昭和 47年３月から同年４月まで 

申立期間①及び②について、私は、会社に勤務していたころであるが、

国民年金保険料を納付していたかも知れないので調査してほしい。 

また、申立期間③及び④について、私は、昭和 42年１月ごろ国民年金に

加入したが、その後、集金人が自宅に来たので国民年金保険料を３年分ま

とめて納付した。それから５年程度経過したころの第２回特例納付が実施

されていた時期に、前回と同じ集金人が自宅に来て「未納となっている過

去の国民年金保険料を今なら時効を超えてまとめて納めることができ

る。」と言われたので、集金人に依頼してそのとおり納付したにもかかわ

らず、その保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １  申立期間③及び④について、申立人は、集金人に国民年金保険料を３年

分まとめて納付し、それから５年程度経過したころの第２回特例納付が実

施されていた時期に未納となっていた保険料をまとめて集金人に納付した

と主張しているところ、昭和 40 年度から 42 年度までの３年分の保険料は、

申立人が主張するとおり、過年度保険料を含め、42 年９月に納付されてい

たことが確認できるとともに、申立人が納付したとする保険料額は、第２

回特例納付により申立期間③及び④の保険料を納付した場合の金額とおお

むね一致しているなど、申立内容の全体を通じて特段不合理な点は認めら



 

  

れない。 

    また、申立人の妻は、「夫（申立人）が国民年金に加入してから数年後、

夫婦で相談して、夫が加入した後の未納となっていた夫の保険料をさかの

ぼりまとめて納付した。」旨証言している。 

 

  ２ 一方、申立期間①及び②について、申立人は、その当時の国民年金保険

料の納付状況が不明である上、申立人の国民年金手帳は、昭和 42 年１月

に発行されており、その時点では、申立期間①及び②は時効により国民年

金保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 43年４月から 45 年４月までの期間及び 47年３月から同年４月までの

期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1972 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年４月から 41年３月まで 

昭和 40年４月ごろから勤務していた経理事務所の職員に、厚生年金保険

には加入させないので、国民年金の加入手続を行うように言われ、私が市

役所に行き手続を行った。その際、厚生年金保険証書や国民年金手帳の氏

名や住所を訂正してもらった記憶がある。１か月の国民年金保険料は 100

円ぐらいで、２か月か３か月ごとに納付していた。申立期間については、

きっかけとなった経理事務所の職員の説明をはっきり覚えており、それに

従って手続を行い、保険料を納付していたのは間違いない。 

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料の納付を始めるきっかけとなった経理事務所で

の職員の社会保険についての説明を鮮明に記憶しており、申立期間当時、申

立人の母親や叔母からも国民年金保険料を納付しておいた方がいいと言われ

たことや、申立期間の保険料を納付した際の状況を具体的かつ詳細に述べて

おり、その内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立人が主張している申立期間の保険料の納付方法、納付していた

としている保険料額及び納付サイクルは、当時のものとおおむね一致してい

る。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入当初の合計５か月及び申立期間を除き、

60歳まで約 33年にわたり国民年金保険料をすべて納付している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1973 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年１月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 51年１月から同年 12月まで 

私は、友人が国民年金に加入していることを知ったので、昭和 51年１月

に区役所の窓口で国民年金に任意加入する手続を行い、年金手帳の交付を

受け、同月分の国民年金保険料を納付した。その後も継続して保険料を納

付したにもかかわらず、申立期間が未加入とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁の記録では、申立人の国民年金の資格取得日が昭和 52 年 1 月

10 日と記録されているが、申立人が所持している年金手帳の資格取得年月日

は２か所とも「昭和 51 年１月 10 日」と記載されており、同日に任意加入し

たこととされていることや申立人が申立期間後に転居した先の町役場におけ

る被保険者名簿の資格取得日が後から「52 年」に書き直されているが、当初

は「51 年」と記載されていた可能性が高いことを踏まえると、申立人は 51

年１月から任意加入の被保険者となっていたものと認められる。 

   また、申立人が、自ら任意加入の手続を行いながら、その直後の申立期間

１年分の国民年金保険料を納付しなかったとは考え難い。 

   さらに、申立人は、申立期間後の国民年金加入期間については、国民年金

保険料を完納している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1974 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年４月から 49年３月まで 

妻の母親又は妻が、私の国民年金の加入手続を行い、妻が私の国民年金

保険料を納付していたと思うが、申立期間の保険料が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号の任意加入被保険者の資格取

得日から、申立人は、昭和 49 年６月に国民年金の加入手続を行っているこ

とが推認される。 

   また、特殊台帳によれば、申立期間直前の昭和 47 年２月及び同年３月の国

民年金保険料は、第２回特例納付により納付されたことが確認できるが、申

立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される 49 年６月の時点では、

申立期間の保険料を過年度納付することが可能であるにもかかわらず、申立

期間の保険料が未納とされ、過年度納付を行うより単価が高額な特例納付に

より 47 年２月及び同年３月の保険料が納付済みとされているのは不自然で

ある。 

   さらに、昭和 47 年２月及び同年３月の国民年金保険料が特例納付により納

付済みとされていることから、その直後の申立期間の保険料は納付されてい

ると考えることが自然であり、申立期間後の保険料はすべて納付済みとされ

ている。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1975 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年 10 月から 37 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 37年 10月まで 

私は、国民年金制度の発足時に国民年金に加入し、その後、共済組合に

加入するまでの間、夫婦二人分の国民年金保険料を納付し続けていた。私

が所持している国民年金手帳の国民年金印紙検認記録欄には、保険料徴収

員の印鑑が押されており、申立期間の保険料が未納とされていることに納

得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する国民年金手帳の国民年金印紙検認記録欄のうち、申立期

間には個人印が押されているところ、申立人が居住していた市では、申立期

間当時、国民年金手帳には検認印ではなく、保険料徴収員の個人印が使用さ

れていたことが確認できることや、現に国民年金保険料が納付済みとされて

いる申立期間直前の昭和 36 年４月から同年９月までの期間の欄、及び申立

人と一緒に保険料を納付していたとする申立人の妻が所持する国民年金手帳

の昭和 36 年度の欄には、保険料徴収員の個人印が押されていることを考え

併せると、申立人が、申立期間の保険料を納付していたものと認められる。 

   また、社会保険庁のオンライン記録によると、申立人が昭和 36 年 10 月に

国民年金の被保険者資格を喪失していることから、申立期間が未加入期間と

されているが、申立人が所持する国民年金手帳によると、当該資格の喪失時

期が 37 年 10 月となっている上、国民年金印紙検認記録も同月までの期間の

欄に保険料徴収員の個人印が押されているなど、両者の記録に齟齬
そ ご

が見られ、

行政側の記録管理が適切に行われていなかった可能性がある。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1976 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 57 年４月から同年 12 月までの期間及び

58 年７月から 59 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 57年４月から同年 12月まで 

② 昭和 58年７月から 60年３月まで 

③ 平成 12年 12月 

昭和 56年８月に勤務先の会社が倒産し、同年９月ごろに国民健康保険の

加入手続のため区役所に行ったところ、国民年金にも加入するよう担当者

に言われたので、国民年金の加入手続を行った。しかし、当時は生活に余

裕がなかったため、申請により国民年金保険料の納付が免除されることに

なった。その後、生活に余裕が生じ全額納付できるようになり、時期はよ

く覚えていないが、免除期間の保険料の追納を求める納付書が次々と送ら

れてきたので、その都度すべて金融機関で納付した。納付書の送付が途絶

えたので、区役所か社会保険事務所のいずれかに電話で照会した際、免除

期間についてはすべて追納済みとの回答があったと記憶しているのに、申

立期間①及び②について、追納の記録がなく、申請免除のままであること

に納得できない。 

また、申立期間③については、60歳になった平成 12年 12月に任意加入

手続を行い、これまでと同じ口座からの振替手続を行った。預金残高も十

分にあったのに、振替えがなされず、未納となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間①及び②における国民年金保険料の追納時期につい

ては正確に記憶していないが、納付金額については、納付書１枚当たり２

万円から３万円、時期によってはもっと大きい金額もあったのではないか



 

  

としているところ、申立期間①及び申立期間②のうち昭和 58 年７月から

59 年３月までの納付書については、順次、納期を異にする追納のための納

付書が４枚発行されており、実際の保険料額は申立人の記憶と近いものと

なっていることから、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

    また、申立期間①については、直前の昭和 56 年 10 月から 57 年３月まで

の期間及び直後の 58 年１月から同年６月までの期間の保険料が追納され

ているのに、途中の申立期間①が申請免除のままとなっているのは、不自

然である。 

    さらに、申立期間②のうち、昭和 58 年７月から 59 年３月までの期間に

ついては、58 年４月から 59 年３月までの１年分を一括して納付するため

の納付書が発行されているのに、そのうちの一部である 58 年４月から同

年６月までの３か月分のみ納付済みとなっているのは不自然である。 

    加えて、申立人の追納をしたという鮮明な記憶や申立人の娘の証言など

から、追納勧奨に全面的に応じようとする様子がうかがえ、その後の納付

状況からも、納付意欲が高かったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立期間②のうち昭和 59 年４月から 60 年３月までの期間につい

ては、納付書が発行された記録が無く、申立人には、社会保険事務所で納

付書を用いることなく直接納付したとする記憶も無い。 

    また、申立期間③については、申立人が所持する預金通帳には、口座振

替による保険料納付の形跡が無く、口座振替できない場合には、別途納付

書等により納付したことは考えられるものの、申立人は納付書等により保

険料を納付した記憶が無いとしている。 

    さらに、申立期間②のうち昭和 59 年４月から 60 年３月までの期間及び

申立期間③について、申立人が保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付したことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 57 年４月から同年 12 月までの期間及び 58 年７月から 59 年３月まで

の期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1977 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年６月から同年 12 月までの期間及び 46 年１月から同年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 41年６月から同年 12月まで 

          ② 昭和 46年１月から同年３月まで 

昭和 41年６月に会社を辞めた後、国民年金に加入した。 

申立期間①は、年金手帳上は国民年金保険料が還付されたことになって

いるが、還付を受けたかどうか覚えていない。しかし、この期間は国民年

金の被保険者期間であるにもかかわらず、保険料が還付されたことになっ

ている。 

申立期間②の保険料は、私が自宅近くの郵便局で、納付書により保険料

を３か月ごとに納めていた。 

申立期間①が還付されて未加入となっていること、及び申立期間②が未

納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、申立人の所持する国民年金手帳及び特殊台帳に国

民年金保険料が還付されたと考えられる記載があるが、その期間については

申立人は国民年金の強制被保険者であるにもかかわらず、誤った行政側の記

録管理により保険料の還付手続が行われたと推認できることから、この期間

については保険料が納付されていたものと考えられる。 

   また、申立期間②については、任意加入中の期間であり、申立期間の前後

の期間の保険料は納付済みとされており、申立期間の前後を通じて、申立人

の住所やその夫の職業に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められない

ことから、途中の申立期間②の保険料が、未納とされていることは不自然で

ある。 



 

  

   さらに、申立人は昭和 42 年４月に国民年金に任意加入して以降、申立期間

②を除き未納は無く、第３号被保険者への切替手続及び第３号被保険者から

第１号被保険者への種別変更手続を適切に行っていることから、保険料の納

付意欲及び国民年金に対する意識は高かったものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1978 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 39 年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 39年２月まで 

私は、昭和 31年７月から 39年２月までの間、住み込みの看護婦として

病院に勤務していた。その院長は、国民年金制度が発足した昭和 36年３月

ごろ、院長自身、その妻及び私の３人分の国民年金の加入手続を行った。

私は、申立期間当時、院長の妻に保険料を渡し、その妻が集金人に３人分

の保険料を納付していたにもかかわらず、院長及びその妻の申立期間の保

険料が納付済みで、私の申立期間が未加入とされていることに納得がいか

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年３月ごろに勤務先の病院の院長が、院長自身、その妻

及び申立人の国民年金の加入手続を行ったと主張しているところ、申立時に

は、申立人の国民年金手帳記号番号が見当たらず、社会保険庁のオンライン

記録においても、申立人が国民年金に加入した形跡が見受けられなかったこ

とから、申立期間が未加入期間とされていたが、その後、申立人のものと考

えられる国民年金手帳記号番号が存在していることが判明し、その番号は、

国民年金制度が発足される以前に院長及びその妻と連番で払い出されている

上、その被保険者記録に記載されている生年月日及び住所は申立人のものと

一致していることから、申立人の国民年金手帳記号番号であることが推認で

きる。 

   また、申立人のものと推認できる国民年金手帳記号番号に該当する社会保

険庁のオンライン記録及び特殊台帳によると、申立期間のうち、昭和 36 年

度及び 37 年度の国民年金保険料が納付済みとされている上、38 年度につい



 

  

ても申立期間のうち９か月分の保険料が納付済みとされていることから、同

期間については、院長の妻が申立人の保険料を納付していたものと考えられ

る。 

   さらに、前述の社会保険庁のオンライン記録及び特殊台帳によると、昭和

38 年度について、申立期間のうち、２か月分の保険料が未納とされているが、

行政側の記録管理上の不手際により、保険料が未納とされている月が確認で

きない上、申立人の保険料を一緒に納付していたとする院長及びその妻は 38

年度の保険料がすべて納付済みとされていることから、その妻が申立人の保

険料を２か月分のみ納付しなかったとするのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1979 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年 10 月から同年 12 月までの期間及び 49 年 10 月から 50

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めら

れることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 42年 10月から同年 12月まで 

          ② 昭和 49年 10月から 50年３月まで 

20歳になった昭和 38年７月ごろ、父親が、区役所で私の国民年金の加

入手続を行い、私が結婚するまでの国民年金保険料を母親と姉の分と一緒

に納付していた。 

結婚後、銀行の人が集金に来るようになるまでの期間については、夫が、

金融機関に行き、国民年金保険料を納付書により現金で納付していた。夫

が経営する店に銀行の人が来るようになってからは、夫が夫婦二人分を銀

行の人に納付してきた。 

申立期間①については、父親が一緒に納付していた母親や姉は、国民年

金保険料が納付済みになっているのに、私の分だけが未納とされているこ

とに納得がいかない。 

申立期間②についても、間違いなく国民年金保険料を納付しているので、

申立期間の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②は、それぞれ３か月及び６か月と短期間であり、いずれ

もその前後の期間については、国民年金保険料が納付済みとされており、当

時、申立人の住所など生活状況に特段の変化は認められないことから、途中

の申立期間①及び②の保険料を納付していないと考えるのは不自然である。 

   また、申立期間①については、申立人は、昭和 47 年６月に結婚するまでの

国民年金保険料は、申立人の父親が申立人の母親と姉の分と一緒に納付して

いたと主張しているところ、その母親と姉の申立期間①の保険料は納付済み



 

  

とされている。 

   さらに、申立人は、申立期間①及び②を除き、国民年金保険料をすべて納

付しており、前納による保険料納付も行うなど、保険料の納付意欲は高かっ

たものと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1980 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 51 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 51年９月まで 

私は、昭和 53年 12月に、市役所の出張所で夫婦そろって国民年金の加

入手続をした。その時、担当者に今なら制度発足当初から国民年金保険料

を納めることができると言われた。私たち夫婦は共働きであったため経済

的に余裕があったこと、子供がいないため老後の備えとして年金は必要と

思ったことから、夫婦で 100万円以上の金額を特例納付した。妻は納付と

なっているが自分の記録は未納となっているので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金加入手続は、国民年金手帳記号番号の払出日から昭和 53

年 12 月ごろに行われたと考えられるが、その当時は第３回特例納付の実施

期間中であり、申立人が所持する年金手帳では、申立人は、36 年４月から申

立期間を通じて、強制加入被保険者とされていたことから、市の担当者から

特例納付を勧められて申立期間の国民年金保険料を特例納付したとする申立

内容に不自然さはみられず、納付したとする金額も実際の保険料額と大きな

相違は無く、申立人の職業柄、申立人は保険料を納付する資力を十分に有し

ていたものと考えられる。 

   また、申立人が国民年金加入手続を行ったと考えられる昭和 53 年 12 月か

ら、申立人が 60 歳に達するまでの間、国民年金保険料を納付し続けたとし

ても受給権を得る 25 年に達しないところ、申立人と同時期に国民年金の加

入手続を行い、かつ、同年齢である申立人の妻は、申立期間について特例納

付により国民年金保険料が納付済みとされているにもかかわらず、申立人の

保険料が未納とされているのは不自然である。 



 

  

   さらに、申立人の国民年金加入可能年数は 37 年であり、申立期間と申立期

間以降の保険料納付済期間を併せると、ちょうど 37 年になることからも、

申立期間の保険料が未納であったとは考えにくい。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1981 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 50年１月から同年３月まで 

私は、昭和 42 年ごろ自宅に来た役所の人に勧められて国民年金に加入し、

その後、３か月ごとに集金人に国民年金保険料を未納が無いように納付し

ていたのに、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 1回、かつ、３か月と短期間である。 

   申立人は、申立期間当時、集金人に国民年金保険料を納付していたと主張

しているところ、申立人が居住していた市では、申立期間当時、集金人制度

が存在しており、３か月に１回集金していたことが確認できることから、申

立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、申立期間の前後の国民年金保険料は納付済みとなっており、その前

後を通じて申立人の住所及びその夫の職業に変更はなく、生活状況に大きな

変化は認められないことから、途中の申立期間の保険料が未納とされている

ことは不自然である。 

   さらに、申立人は、国民年金の加入手続を行った昭和 42 年度以降の国民年

金加入期間について、申立期間を除き、保険料をすべて納付しているととも

に、国民年金に任意加入するなど、国民年金に対する意識が高かったものと

認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1982 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 11 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 11年２月及び同年３月 

平成 11年２月に区役所で厚生年金保険から国民年金への切替手続と同時

に国民年金保険料の口座振替手続を行った。しかし、平成 11年２月及び同

年３月分の保険料については、振替手続が間に合わなかったので納付書で

納付することになった。平成 11年３月に区役所で２か月分を納付したにも

かかわらず、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、領収書は紛失したものの、平成 11 年３月に区役所において申立

期間の国民年金保険料３万円弱を納付したとしているところ、区役所では、

当時、同じ庁舎内の銀行派出所窓口で納付書による保険料納付が可能であっ

たとしていること、及び保険料納付額が２か月分で３万円弱とする申立人の

記憶は、実際の保険料額におおむね一致していることから、申立内容に特段

不合理な点は認められない。 

   また、申立人は申立内容のとおり平成 11 年２月に口座振替手続を行ったこ

とが確認できる「国民年金保険料口座振替納付届」の本人控を所持している

上、同年２月及び同年３月分の保険料については、口座振替手続が間に合わ

なかったので、納付書により納付したとする主張に不自然さは見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1983 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年１月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 40年１月から 42年３月まで 

私は、国民年金制度ができたころに、市役所の支所で国民年金加入手続

をした。国民年金保険料は、私の妻が同支所や集金人に夫婦二人分を一緒

に納付していたにもかかわらず、申立期間について、妻の保険料のみが納

付済みで私の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が市役所の支所や集金人に夫婦二人分の国民年金保

険料を納付していたと主張しているところ、申立期間当時、当該市役所の支

所は申立てのとおりの場所に実在しており、国民年金保険料の収納事務を行

っていたほか、申立人が居住していた地域には集金人制度が存在していたこ

とが確認でき、申立内容に特段不合理な点は認められない。 

   また、夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の

妻は、申立期間の保険料を納付済みであることが確認できるとともに、申立

人の国民年金手帳記号番号は夫婦連番で払い出されており、社会保険庁のオ

ンライン記録で確認できる範囲においては、申立期間後の保険料は基本的に

夫婦二人分を一緒に納付していたことが確認できることから、申立人の申立

期間のみが保険料を未納とされていることは不自然である。 

   さらに、申立人の妻は、「当時、私が夫婦二人分の国民年金保険料を未納

が無いよう一緒に納付していた。」旨証言している。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1984 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 58 年４月から 61 年３月までの付加保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 58年１月から 61年３月まで 

私は、国民年金に任意加入した後、昭和 47年６月に付加年金に加入し、

同年７月から定額保険料に加えて付加保険料を納付している。私は、長年

同じ方法で付加保険料を納付していたにもかかわらず、申立期間の付加保

険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が所持する国民年金手帳及び社会保険庁のオンライン記録による

と、申立人が昭和 47 年６月に付加年金に加入した後、第３号被保険者と

なった 61 年４月までの間、付加年金を辞退した形跡が見受けられず、申

立期間を含めた同期間は付加年金の加入期間とされている。 

    また、付加保険料は、現年度納付によるしかないところ、申立人の国民

年金被保険者名簿によると、昭和 58 年４月から 61 年３月までの期間につ

いて、現年度納付により保険料が納付済みとされていることを考え併せる

と、同期間について、申立人が付加保険料を含めて国民年金保険料を納付

していたと考えるのが合理的である。 

    さらに、申立期間の前後を通じて申立人の夫の仕事に変更は無く、申立

人の経済状況に特段の変化は認められないことから、申立人が途中から付

加保険料を納付しなかったのは不自然である。 

    加えて、申立人は、国民年金に任意加入後、国民年金保険料を完納して

おり、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

 

  ２ 一方、申立人の特殊台帳によると、申立期間のうち、昭和 58 年１月から



 

  

同年３月までの期間について、申立人が定額保険料を過年度納付している

ことが確認できるが、前述のとおり、付加保険料は現年度の定額保険料と

ともに、納期限内に納付するほかないことから、同期間については、申立

人が付加保険料を納付していたとは考えがたい。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 58 年４月から 61 年３月までの付加保険料を納付していたものと認め

られる。 



神奈川厚生年金 事案 812 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 45年１月９日に厚生年金保険被保険者の資格を

取得し、同年８月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対し

行ったことが認められることから、申立期間について厚生年金保険被保険

者の資格取得日に係る記録を昭和 45年１月９日に、資格喪失日に係る記録

を同年８月１日に訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 45年１月から同年５月

までは４万 8,000 円、同年６月及び同年７月は６万円とすることが妥当で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 45年１月９日から同年８月１日まで 

    Ａ社での厚生年金保険の加入記録が昭和 45 年８月１日から同年 10 月

１日となっているが、実際には同年１月９日から営業として勤務してい

た。厚生年金基金への加入が「昭和 45年１月９日」からとなっているの

で、厚生年金保険の被保険者期間を同年１月９日から同年８月１日まで

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の厚生年金基金及び健康保険組合の資格取得日は昭和 45年１月９

日、資格喪失日は同年８月１日であることが確認できる上、雇用保険の記

録でも申立人が申立期間に勤務していたことが確認できる。 

また、調査の過程で、社会保険事務所が保管するＡ社の厚生年金保険被

保険者名簿において、申立人と同姓同名、同生年月日の者が昭和 45年１月

９日に資格取得し、同年８月１日資格喪失していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、上記の記録は申立人の記録であり、Ａ社

の事業主は、申立人が同社において同年１月９日に被保険者資格を取得し、



同年８月１日資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認

められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、上記被保険者名簿の記録か

ら、昭和 45年１月から同年５月までについて４万 8,000円、同年６月及び

同年７月について６万円とすることが妥当である。 

 



神奈川厚生年金 事案 813 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ工場における資格取得

日に係る記録を昭和 37 年６月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかではないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年６月 20日から同年７月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録について照会したところ、社会保険庁の記録

では、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実が確認できな

かった。昭和 36年４月１日から、Ａ社に申立期間も含めて継続勤務して

いたので、当該期間に被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   人事台帳、在籍証明書及び雇用保険の記録から判断すると、申立人がＡ

社に継続して勤務し（昭和 37 年６月 20 日にＡ社Ｂ研究所から同社Ｃ工場

に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場における昭和 37

年７月の社会保険事務所の記録から、１万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行った否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1985 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年３月から 52 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 44年３月から 52年６月まで 

私は、昭和 54 年ごろ、兄に勧められ、区役所で国民年金の加入手続を行

った。また、私は、姉と一緒に区役所へ行き、その窓口でさかのぼれる期

間の国民年金保険料をすべて納付した。 

私は、平成 20 年４月ごろ、年金の受給額が少ないことから、心配して社

会保険事務所へ行き、社会保険労務士に相談した。その際、国民年金保険

料を納付した時点でさかのぼれる期間の保険料額について、その社会保険

労務士が計算した金額と私が記憶している金額がほぼ一致していることか

ら、申立期間を含めた保険料を納付していたはずであり、申立期間の保険

料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、第３回特例納付実施期間中の昭和 54 年ごろ、それまで未納であ

った期間の国民年金保険料をさかのぼって一括して納付したと主張している

ところ、申立人の納付記録によると、同年 10 月に申立期間直後の 52 年７月

から 54 年３月までの期間の保険料を過年度納付し、かつ、申立期間直前の

36 年４月から 44 年２月までの期間の保険料については、特例納付により納

付済みとされていることが確認できる。 

   また、この過年度納付の始期である昭和 52 年７月から申立人が 60 歳にな

る前月までの月数と、特例納付済みの 36 年４月から 44 年２月までの期間の

月数を合計すると、ちょうど申立人の年金受給資格に必要な加入月数である

300 か月になることから、申立人は、52 年７月からの保険料を過年度納付し、

36 年４月から 44 年２月までの期間の保険料について特例納付したものと考

えるのが合理的である。 



 

  

   さらに、申立人は、区役所の窓口で国民年金保険料を一括して納付したと

主張しているが、申立人が述べる保険料額は、現に申立人が昭和 54 年に特

例納付により納付した申立期間直前の 36 年４月から 44 年２月までの期間の

保険料額とほぼ一致している上、申立人が主張する申立期間を含めた期間の

保険料を納付した場合の金額とは大きく相違していることから、申立人が特

例納付により保険料を納付した期間について、誤認している可能性がある。 

   加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1986 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年８月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から同年 12月まで 

私の妻は、私が勤務先の会社を退職した昭和 49 年７月の直後に区役所で

私の国民年金の加入手続を行った。しばらくして、妻は、区役所又は銀行

で一括して国民年金保険料を納付したにもかかわらず、申立期間の保険料

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の妻が、昭和 49 年７月の直後に申立人の国民年金の加入

手続を行い、しばらくして、国民年金保険料を納付していたと主張している

が、申立人は、49 年 11 月以降に発行されたオレンジ色の国民年金手帳以外

に国民年金手帳を所持した記憶が無いと述べているとともに、申立人の国民

年金手帳記号番号は 52 年２月ごろに払い出されていることから、申立内容

と合致しない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当

たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で、申立期間は

時効により国民年金保険料を納付することができない期間である上、申立人

の納付記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時点で

納付可能な昭和 50 年１月から 51 年３月までの期間の保険料が過年度納付に

より納付済みとされている。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1987 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年７月から 51年３月まで 

私は、昭和 47年に会社を退職した際に、国民年金の加入手続を行った。

保険料は妻が夫婦二人分を毎月市役所の窓口か金融機関で納付した。納付

した保険料額、時期などの記憶が薄いが、当時は脱サラして自営業になっ

たので資金もあり、保険料が納付できないような状況ではなく、絶対納付

したはずなので、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年７月ごろに国民年金の加入手続を行い、その後、申立

人の妻が毎月市役所の窓口か金融機関で、夫婦二人分の国民年金保険料を納

付したはずだと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は夫婦連番

で払い出されており、その前後の番号の任意加入者の加入日から、申立人は

51 年 11 月に加入手続を行ったものと推認され、その時点では、申立期間の

過半は時効により保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、国民年金保険料を一緒に納付したとする申立人の妻も、申立期間の

保険料が未納とされている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1988 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 47年７月から 51年３月まで 

私は、昭和 47 年７月ごろ夫が会社を退職した際に、夫と国民年金の加入

手続を行い、保険料は夫婦二人分を毎月市役所の窓口か金融機関で納付し

た。納付した保険料額、時期などの記憶が薄いが、申立期間の保険料が未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 47 年７月ごろ国民年金の加入手続を行い、その後、申立人

が毎月市役所の窓口か金融機関で、夫婦二人分の国民年金保険料を納付した

はずだと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は夫婦連番で払い

出されており、その前後の番号の任意加入者の加入日から、申立人は 51 年

11 月に加入手続を行ったものと推認され、その時点では、申立期間の過半は

時効により保険料を納付できない期間であり、別の国民年金手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、国民年金保険料を一緒に納付したとする申立人の夫も、申立期間の

保険料が未納とされている。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1989 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年３月まで 

私は、自宅に来た区役所の職員から、国民年金制度発足の説明を受け、

その場で加入手続を行った。保険料は、集金に来た郵便局の職員に私か妻

が納付した。途中から郵便局の職員が集金に来なくなり、近くに住んでい

た郵便局に勤める知人に確認したことを覚えている。郵便局の職員が集金

に来ていた期間について、保険料を納付していたことは間違いなく、申立

期間の保険料の納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、集金に来た郵便局の職員に国民年金保険料を納付したと主張し

ており、保険料をその郵便局の職員に納付した際の状況等を具体的に記憶し

ているが、申立人が居住していた区では、昭和 37 年４月から 45 年９月まで、

区役所の国民年金課所属の正規職員による保険料の集金が行われており、同

区では、当時、郵便局の職員に国民年金保険料の集金を依頼していなかった

としている。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立期間当時、郵便局に勤めていて、

事情を知っていると思われる申立人の知人からも証言を得ることができず、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1990 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年 10 月から 44 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月から 44年 12月まで 

昭和 36 年５月に結婚してから半年ほど経った同年 10 月ごろに、義母か

ら国民年金への加入を勧められ、加入することにした。国民年金の加入手

続及び国民年金保険料の納付については義母が行ってくれた。 

申立期間当時、国民年金手帳は私自身が保管しており、国民年金保険料

を納付する際には義母に国民年金手帳を預け、義母から返却された時には、

国民年金手帳のマス目にゴム印が押されていたことを憶えている。 

申立期間の国民年金保険料については、義母が納付していたにもかかわ

らず、申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の義母が昭和 36 年 10 月ごろに申立人の国民年金の加入

手続を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、45 年５

月に払い出されていることが確認でき、申立人は同年５月 18 日に国民年金

に任意加入していることから、国民年金手帳記号番号が払い出された以前の

申立期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付することは

できず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、申立人の義母が申立人の国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人自身は国

民年金の加入手続等に直接関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続等

を行ったとする申立人の義母も既に他界しているため、申立期間当時の国民

年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1991 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年３月から 40 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38年３月から 40年３月まで 

私の父親は、昭和 38 年ごろ、自宅に来ていた市役所の集金人に依頼して

私の国民年金の加入手続を行ったと思う。その後、父親は、その集金人に

国民年金保険料を納付していた。また、私の兄から、兄が父親に代わって

保険料を納付していたことも聞いており、どちらが申立期間の保険料を納

付していたかはっきりしないが、保険料を納付していたはずであることか

ら、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親が、昭和 38 年ごろに申立人の国民年金の加入手続

を行い、その後、父親又は兄が国民年金保険料を納付していたと主張してい

るが、申立人の国民年金手帳記号番号は 40 年 10 月に払い出されていること

から、申立内容と合致しない上、国民年金手帳記号番号が払い出された時点

で、申立期間の一部は時効により保険料を納付することができない期間であ

り、申立人は、申立期間から国民年金手帳記号番号の払出時期を通じて同一

市内に居住しており、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も

見当たらない。 

   また、申立人は、当初、申立期間について、申立人の父親が集金人に国民

年金保険料を納付していたと主張していたが、その後、申立期間の一部の期

間については、申立人の兄が保険料を納付していたかもしれないと述べるな

ど、申立期間の保険料の納付状況が不明確である。 

   さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1992 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年４月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年４月から 46年３月まで 

私の夫は、昭和 41 年４月に婚姻届と一緒に私の国民年金の加入手続を行

った。その後、夫は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。当時、

夫が経営していた事業は順調であり、保険料を納付することができなかっ

たという事情は無く、申立期間の保険料が未納とされていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が、昭和 41 年４月に申立人の国民年金の加入手続を

行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は 46 年８月に払

い出されていることから、申立内容と合致しない上、別の国民年金手帳記号

番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立人は、申立人の夫が、申立期間の国民年金保険料を納付してい

たと述べているが、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 46

年８月時点で申立期間の過半は時効により、保険料を納付することができな

い期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1993 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 43 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 43年９月まで 

私は、夫が職場から国民年金制度が創設されるとの情報を入手してきた

ので、夫婦で話し合いをしていたところ、町内会の隣組の組長に勧められ

たのを機会に加入手続を行った。国民年金保険料については、町内会の隣

組の組長を通じて集金人に毎月納付していたにもかかわらず、申立期間が

未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金制度が創設された当時、国民年金の加入手続を行った

と主張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年

金手帳記号番号は昭和 43 年 11 月 29 日に払い出されており、資格取得日は

43 年 10 月 24 日であることが確認できることから、それ以前の申立期間は国

民年金の未加入期間であるため国民年金保険料を納付することはできず、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も見当たらない。 

   また、申立人は町内会の隣組の組長を通じて国民年金協力員（集金人）に

国民年金保険料を納付していたと主張しているが、申立人の居住する市では

昭和 38 年７月から国民年金協力員（集金人）による集金制度が開始されて

いたことが確認でき、申立期間のうち 36 年４月から 38 年３月までの保険料

を国民年金協力員（集金人）に納付することはできなかった。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1994 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年９月から 51 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 49年９月から 51年６月まで 

私の夫は、Ａ区に居住していたころに私の国民年金の加入手続を行った。

その後、私は、郵便局で国民年金保険料を納付していたにもかかわらず、

申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の夫が、Ａ区に居住していたころに国民年金の加入手続

を行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人がＡ

区からＢ区へ転居した後の昭和 51 年５月に払い出されていることから、申

立内容と合致しない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡

も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間について、郵便局で国民年金保険料を納付して

いたと述べているが、前述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

51 年５月に払い出され、申立人が所持する国民年金手帳によると、申立人の

国民年金被保険者の資格取得時期が昭和 51 年７月となっていることから、

申立期間は未加入期間で、保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の夫からも証言を得ること

ができず、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

神奈川国民年金 事案 1995 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年１月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39年１月から 48年３月まで 

私は、昭和 38 年ごろに社会保険事務所で国民年金の加入手続を行った。

その後、私は、集金人等に国民年金保険料を納付し続けていたにもかかわ

らず、申立期間が未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 38 年ごろに国民年金の加入手続を行ったと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号は 48 年 11 月に払い出されていることから、

申立内容と合致しない上、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた形

跡も見当たらない。 

   また、申立人は、申立期間について、集金人等に国民年金保険料を納付し

ていたと述べているが、申立人が所持する国民年金手帳及び申立人が申立期

間当時居住していた市が保管していた国民年金手帳交付簿によると、国民年

金被保険者の資格取得時期が昭和 48 年６月となっていることから、申立期

間は未加入期間で、保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料を納付していた

期間についての記憶が不明確であり、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



神奈川厚生年金 事案 814 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年３月 21日から 40年１月１日まで 

    平成 15 年から 16 年ごろ社会保険事務所に行って調べたところ、Ａ社

で勤務した申立期間の厚生年金保険について脱退手当金を受給したこと

になっていることを初めて知った。 

申立期間以前、昭和 30 年４月１日から 33 年８月４日まで勤務したＢ

病院については結婚を契機に退職し、この期間は脱退手当金を受給した

が、Ａ社に勤務した期間の分は受給した覚えがない。 

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険庁のオンライン記録上、申立人が受給したとするＢ病院の勤務

期間及び申立期間であるＡ社の勤務期間を基礎として脱退手当金が支給さ

れており、申立期間以前に脱退手当金の支給記録が無いほか、脱退手当金

を受給したことをうかがわせる事情も無い。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の文字が記載されている上、同一の厚生年金保険被保険者記号

番号で管理されているＢ病院の勤務期間及び申立期間であるＡ社の勤務期

間を基礎とした脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月半後の昭和40年３月 12

日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿にある女性のうち、申立人の

厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 40年１月１日の前後２年以内

に資格喪失した者３名の脱退手当金の支給記録を確認したところ、３名全



員について資格喪失日の３か月以内に脱退手当金の支給決定がなされてお

り、そのうち１名は、「事業主が代理請求を行っていた」と証言しているこ

となどを踏まえると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代

理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

このほか、申立人から聴取しても申立期間については受給した記憶が無

いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見

当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



神奈川厚生年金 事案 815 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 11月から 50年ごろまで 

    ねんきん特別便が郵送された際に、勤務していたＡ社の記録が記載さ

れていなかった。 

私は、申立期間にＡ社に勤務していた。昭和 48 年から 50 年までの確

定申告書を提出するので被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が当時実在し、申立人が同社において勤務していたことは、商業登

記簿謄本及び当時の取締役の証言から推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録によると、Ａ社は厚生年金保険の適用事業所

となっていないことが確認できる。 

また、申立人が提出した申立期間に係る確定申告書の写しを確認したと

ころ、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたとは確認で

きない。 

さらに、Ａ社の取締役に照会を行ったが、保険料控除をうかがえる証言

を得ることができない上、申立期間当時は国民年金被保険者であり、国民

年金保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、給与明細書等の資料も無いことから、厚生年金保険料が給与

から控除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 816 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年８月１日から 37年８月１日まで 

    私は、昭和 35年のＡ社設立当時、社長の誘いを受け、同社設立１年後

くらいに入社した。仕事は営業を担当し、当時の従業員は社長以下５名

だった。給与明細書も作られ受け取っていたはずで、厚生年金保険料も

控除されていたと思う。社会保険庁の記録では、同社で勤務した期間の

記録が欠落している。 

調査の上、申立期間について厚生年金被保険者期間に訂正してほしい。 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された申立期間当時の業務日誌及び申立期間に勤務して

いた同僚３名の証言から、申立人は、申立期間にＡ社に勤務していたと推

認できる。 

しかし、Ａ社は昭和 38年３月１日に厚生年金保険に新規適用されており、

申立期間は厚生年金保険の適用事業所となっていない。 

また、上述の同僚３名からはＡ社が厚生年金保険の適用事業所となる以

前の厚生年金保険料について、事業主により給与から控除されていたこと

をうかがわせる証言を得ることができなかった。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細等の資料は無く、申立人も保険料控除につい

て具体的に覚えていない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 817 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年４月１日から 33年 10月３日まで 

    社会保険庁の記録では申立期間について厚生年金の加入記録が欠落し

ているが、申立期間についてはＡ議院議員Ｂの秘書としてＡ議院議員会

館に勤務していた。 

実兄の後任として入り１年半で辞めたが、社会保険料を引かれていた

と思うので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ議院事務局から提出された回答書から、昭和 32年３月 11日から 33年

10月 10日までＡ議院議員会館に勤務していた事実は認められる。 

しかし、社会保険庁の記録では、Ａ議院事務局は、昭和 36年４月１日に

厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は、厚生年金保険

の適用事業所でないことが確認できる。 

また、Ａ議院事務局は、「議員秘書が厚生年金保険制度に加入したのは、

昭和 36年４月１日であるため、上記在籍期間に係る厚生年金加入の事実は

ない」と回答している。 

さらに、申立期間の事業主とみられるＢ議員の事務所は従業員５人未満

である個人事務所（いわゆる非適用事業所）のため、任意包括適用事業所

の申請を行い認可されることにより加入することはできるが、社会保険庁

に照会した結果、該当する事業所は見当たらなかった。したがって、申立

人が申立期間において厚生年金保険被保険者となることはできない。 



加えて、申立人が記憶している同僚の議員秘書のうち、複数名によると、

｢社会保険加入は採用から数年後の昭和 36 年ごろからであり、それ以前は

加入していなかったと思う」と証言している。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことを

認めることはできない。 

 



神奈川厚生年金 事案 818 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年 11月１日から平成２年２月１日まで 

    私は、社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を確認したところ、

Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

なかった。 

昭和 60 年 11 月の給与から厚生年金保険料を天引きされていたはずな

ので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間のうち昭和 61年４月１日以降については雇用保険の

記録から、当該事業所で勤務していたことが認められる。 

しかし、社会保険庁の記録によると、当該事業所が厚生年金保険の適用

事業所となったのは平成２年２月１日であることが確認でき、事業主以下、

申立人を含む 15 名の資格取得日は同じ２年２月１日であり、15 名中 12 名

が適用事業所となる直前まで国民年金保険に加入し、国民年金保険料を納

付していることから判断すると、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所

となる前の期間について、事業主が、従業員の給与から厚生年金保険料を

控除していたとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



神奈川厚生年金 事案 819 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月１日から 41年６月１日まで 

    社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間について脱退

手当金を支給済みとの回答をもらった。 

しかし、Ａ社は結婚のために退職したのではなくＡ社退職後も別の会

社に再就職をしようと考えていた。脱退手当金を受給した記憶は無いた

め、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の中で、申立人と生年月日

及び整理番号（Ｂ番）が近い前後約Ｃ番（Ｄ番～Ｅ番）に該当する女性被

保険者のうち、申立人の厚生年金保険資格喪失日である昭和 41年６月１日

の前後２年以内に資格喪失した者 12名の脱退手当金の支給記録を調査した

ところ、11名について脱退手当金の支給記録が確認でき、11名全員が資格

喪失日から７か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている。 

また、上記に該当する者のうち電話聴取ができた６名中４名が「事業主

による代理請求があった」、又は「事業主から脱退手当金制度に関する説

明を受けた」と証言していることから、申立人についてもその委任に基づ

き事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人の被保険者原票には脱退手当金の支給を意味する「脱」

表示が記されている上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和 41

年８月２日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか



がえない。 

このほか申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



神奈川厚生年金 事案 820 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年９月から 30年３月まで 

    社会保険庁の記録では、昭和 22 年９月から 30 年３月までの期間の厚

生年金保険の記録がすべて欠落している。 

私は、その期間は、Ａ市にあったＢ社に昭和 22年９月に入社し、Ｃ市

の自宅をＢ社の連絡所として一人でＤ地区の営業および諸官庁との連絡

を行い、30 年３月まで勤務していたので、申立期間について被保険者で

あったことを認めてほしい。 

Ｅ市にあったＦ社については社長が同じだった関係で、Ｆ社の営業も

行うことがあったので念のため調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶していたＢ社の同僚による証言等から、申立人はＢ社に勤

務していたことが推認できる。 

しかし、申立人が記憶していたＢ社の同僚６名のうち３名及び申立人の

氏名は、社会保険事務所が保管している同社の厚生年金保険被保険者名簿

に記載されていないことから、当時同社ではすべての従業員について、厚

生年金保険の加入手続きを行っていたわけではないものと考えられる。 

また、同僚に聴取を行ったところ、「当時、会社の経営は楽ではなかった

ようなので、従業員全員を厚生年金保険に加入させてはいなかったのでは

ないか」との証言が得られた。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

た事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 



加えて、Ｆ社に確認したところ、当時の人事記録は保存されていないた

め、申立人の在籍は確認できない上、社会保険事務所が保管しているＦ社

の厚生年金保険の被保険者名簿にも申立人の氏名は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの申立内容、これまで収集した関連資料及び周辺事情等を総合的

に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 



神奈川厚生年金 事案 821 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年４月１日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ社Ｂ工場に昭和 25 年４月１日に入社し、独身寮に入居した。 

社会保険事務所の記録では、昭和 25年７月１日からの加入となってい

るが、入社してすぐに健康保険証を貰った記憶があるので、申立期間に

ついて調査をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間について、Ａ社Ｂ工場に勤務していたことは、雇用保

険の記録及び同時に入社した同僚の証言により推認できる。 

しかし、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者名簿によると、同時に

入社した同僚 10名すべての資格取得日が昭和 25年７月１日となっており、

同時に入社した同僚によると、「Ａ社Ｂ工場に昭和 25年４月１日に入社し、

その後３か月間の試用期間を経て厚生年金保険に加入したことを覚えてい

る」と証言していることから、Ａ社Ｂ工場では、当時、採用後に一定の試

用期間を設け、同期間の経過後に厚生年金保険の加入手続きを行っていた

と考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



神奈川厚生年金 事案 822 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年７月ごろから 58年４月１日まで 

    私は、昭和 55 年７月ごろから 60 年９月までＡ社で旋盤工として勤務

していたが、55年７月ごろから 58年４月までの厚生年金保険の加入記録

が無い。当該期間について保険料を引かれていたと思うので、厚生年金

保険の被保険者期間であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間についてＡ社に勤務していたことは、雇用保険の加入

記録及び申立人の勤務に係る記憶から認められる。 

しかしながら、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は、昭和 58年４月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業

所ではないことが確認できる。 

また、Ａ社の当時の事業主の妻は「当時の従業員は、会社が厚生年金保

険の適用事業所となっていないことを知っていたと思う」と供述している。 

さらに、複数の同僚は「Ａ社は、設立当初は厚生年金保険の適用事業所

ではなく、昭和 58年４月に適用事業所になり、それ以前は給与から厚生年

金保険料を控除されていなかった」旨の供述をしている。 

加えて、社会保険事務所の記録から、申立人は、昭和 55 年２月 26 日か

ら 58 年４月１日まで国民年金保険料を納付していることが確認できる上、

厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた事実を確認できる給

与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


